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＜ポイント＞ 

脆弱性骨折は再骨折リスクを高め、特に閉経後女性では過去の骨折により大腿骨近位部骨折の発生が約 2倍に

増加する。この骨折は ADL や QOLを著しく低下させ、死亡率にも影響するため、早期の二次性骨折予防が重要

である。しかし外来では患者との接点が少なく特定が難しいため、専用の体制が必要とされる。国際骨粗鬆症

財団も、見落とされた患者を含めた特定と予防介入を推奨している。 

＜本文＞ 

なぜ脆弱性骨折患者の特定が必要か 

脆弱性骨折の既往は二次性骨折のリスクを高め、橈骨遠位端骨折、椎体骨折、大腿骨近位部骨折の既往のあ

る閉経後女性では、二次性大腿骨近位部骨折発生のリスクがそれぞれ 1.9 倍、2.3 倍、2.3 倍に高まる 1）。大

腿骨近位部骨折は、患者の日常生活動作（ADL）や生活の質（QOL）を著しく低下させると共に、死亡率を高め

ることも報告されている 2）3）。そのため、大腿骨近位部骨折以外の脆弱性骨折においても、二次性骨折予防の

介入が重要である。 

脆弱性骨折患者特定の難しさ 

 しかし、入院治療を受ける大腿骨近位部骨折患者と違って、橈骨遠位端骨折や椎体骨折は通院・外来治療と

なることも多い。外来では、病棟と違って医療スタッフの職種や人数が限られ、スタッフが患者と接する機会

や時間が少ないことから、患者特定には入院患者を対象としたリエゾンサービスとは異なった体制やプロトコ

ル作りが必要となる。 

Best Practice Framework 

 国際骨粗鬆症財団がすすめる” CAPTURE THE FRACTURE”の Best Practice Framework4)では、様々なタイ

プの医療機関において対象範囲となる骨折患者を特定し、二次性骨折予防対策を講じることが求められている

（図 1）。さらに、過去に椎体骨折が見落とされていた患者をも特定し、二次性骨折予防につなげることも推奨

されている（図 2）。 



 

 

 



＜事例＞ 

総論 

「循環型医療連携」を目指し，クリニカルパスを見直し，大腿骨近位部骨折， 腰椎圧迫骨折および脆弱性骨

盤骨折患者のうち骨粗鬆症 の治療が行われていない患者を特定した 5)。 

整形外科病棟に入院した男性 60 歳以上，女性 50歳以上のすべての患者を対象とし、対象患者のデータベース

を作成し，患者の情報を調査し，原発性骨粗鬆症の薬物治療開始基準に照らし合わせ，治療必要患者を拾い上

げた 6)。 

椎体骨折 

胸腹部 CT を実施した 6336 例を対象に、放射線技師 2 名が椎体骨折を認めると判断した症例について、869

例に椎体骨折を認め、うち 277例は骨粗鬆症外来受診につなげることができた 7)。 

体幹部 CT を行った 7635 例を対象に脊椎圧迫骨折の有無を検討したところ、233 例に脊椎圧迫骨折がみられ

た。34例の未治療者を各科の担当医に報告し、14例が骨粗鬆症の治療開始になった 8)。 

橈骨遠位端骨折 

 橈骨遠位端骨折患者の２次骨折予防のため骨折リエゾンサービス（FLS）を開始し、骨粗鬆症の検査をシス

テム化したことと，スタッフ間で情報共有することで骨密度検査施行率と新規治療介入率は劇的に改善した 9)。 
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